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ここがPOINT！

　「au Starlink Direct」の開発背景
をKDDIの尾野村章弘氏はこう語る。

「携帯電話のエリアは、面積ベースで
は約6割にとどまります。残るエリア
をどう埋めるかを検討した結果、非地
上系ネットワーク（NTN）の早期導入
が不可欠だと判断しました」
　同社は2022年から法人向け衛星
ブロードバンド「Starlink Business」
の国内提供を開始。KDDI自身も、離
島や災害時などにおいてau 基地局
のバックホール回線としてStarlinkを
活用してきた。こうした技術的蓄積と
SpaceXとの協業関係を土台に、次の
ステップとして実現したのが日本初、
さらにアジアでも初となるスマートフォ 
ンと衛星の直接通信サービスである。
　実現にあたって大きなポイントの 
1つとなったのは、2.1GHz帯の共用
だったという。4G（LTE）用の周波数
を使うことで、既存のLTE 端末で
Starlink衛星との直接通信が可能に
なるが、まずは国際的な合意形成が
必要だ。KDDIは2023年11月の世界
無線通信会議「WRC-23」に参加し、
その議論に貢献。さらに日本での免
許交付や、米国FCC（連邦通信委員
会）の承認を得るための渉外活動に

スピード感を持って取り組んだ。
　「長年の衛星通信事業で培った知
見があったからこそ、制度化に向けた
道筋を短期間で描くことができまし
た」と志田裕紀氏は振り返る。
　開発や技術実証も急ピッチで進め
た。例えば日本での制度化に向け、
2024年10月に実施した沖縄県・久米
島での初フィールド実証ではSpaceX
のエンジニアも現地入り。試験中に
課題が見つかると、日米の時差を活
用して日本が夜中の間、米国にいる
SpaceXのエンジニアが改善作業を行
い、翌朝には日本で再試験するという
開発サイクルを回した。
　また、2.1GHz帯の一部を衛星通信
に割り当てれば、その分、地上ネット
ワーク側で使える帯域は狭くなる。そ
れでも地上側の体感品質を維持でき
るよう、SpaceXと共同でパラメータの
調整に力を注いだ。
　加えて、衛星通信の周波数も限られ
ていることから、「効率よく利用して
いただくため、『サテライトモード』を
開発して導入しました」と尾野村氏。
これは地上の電波が圏外になると、
衛星に自動切替する機能などを備え
たソフトウェア。圏外ユーザーのみが
Starlink衛星につながる。2024年12
月に免許が交付され、日本全国で試
験が可能になると、サービス開始当
初の対応端末 50 機種すべてを全国
各地の圏外エリアに持ち込み、「充実
したサービスを目指して試験を繰り返
しました」（尾野村氏）。

ユーザー数は300万を突破

　こうした徹底的な努力の積み重ね
を経て、au Starlink Directがサービ
スインしたのは2025年4月のこと。最
初はSMSの送受信からスタートし、
同年8月にはデータ通信も利用可能
になった。ただ、地上ネットワークと
比較して、au Starlink Directの通信
速度や同時接続数には制約がある。
ユーザーが快適に利用するために
は、アプリごとの通信制御やUIの最
適化が必要なことから、KDDIはアプ
リ事業者とともに検証を重ねながら、
地図やSNS、音声通話アプリなど、対
応アプリの拡大を順次進めている。
　au Starlink Directのユニークユー
ザー数は、2026 年1月時点で300万
人を突破している。「一般のスマート
フォンで利用可能にしたことで、衛星
通信サービスの間口が一気に広がり
ました。サービス開始がゴールではな
く、今後も改善を続けながら、パート
ナーと一緒に衛星通信のメリットを活
かしたサービスを作り続けていきま
す」（志田氏）

KDDIの「au Starlink Direct」は、アジアで初めて商用化されたStarlink衛星とスマートフォンの直接通信サービ
スだ。国内の携帯電話サービスの人口カバー率は99％超に達する一方、面積カバー率では約6割にとどまっている。
しかし、KDDIがau Starlink Directを提供開始したことにより、空が見えれば日本全国どこでもスマホで通信でき
る世界が到来した。

空が見えれば、日本全国どこでも通信

提供価値・解決できる課題
Starlink衛星との直接通信により、 

日本全国をエリア化
テクノロジ

Starlink衛星
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　「もろみ日誌クラウド」は日本酒造り
に特化したIoTシステムだ。その導入
効果はまず、温度管理作業に伴う現
場の負担軽減という形で表れる。
　日本酒造りには、麹・酒母・もろみ
の3つの工程での品温管理が欠かせ
ない。杜氏や蔵人が酒蔵を巡回して
品温に異常がないかを確認し、手作
業で温度を記録してきた。毎日休み

なく、夜中も含めて何度も巡回する必
要があり、現場にとっては非常に大き
な負担となっている。

Wi-Fi不要でIoT環境を構築

　もろみ日誌クラウドは、この品温管
理をIoTで自動化する。タンクに取り
付けた温度センサーのデータをゲー
トウェイへ集約し、クラウドへ送信。
これにより、杜氏や蔵人は酒蔵を巡
回せずとも、スマートフォンから各タ
ンクの品温を遠隔確認できるように 
なる。
　また、品温が設定範囲を超えたり、
機器から警報が出た場合は、スマー
トフォンへ即時通知される。温調器と
連携し、スマートフォンからの遠隔操
作によって設定温度を変更することも

可能だ。
　酒税法で義務付けられている帳
票や、HACCP監査でそのまま使え
る温度管理記録表の出力もサポート
し、日本酒造りの現場の省力化、働
き方改革を実現する。
　センサーとゲートウェイ間の通信に
は長距離通信が可能なSub-GHz帯
の無線規格「Wi-SUN」、ゲートウェ
イとクラウド間にはデータ通信向けの

「LTE-M」を採用し、通信環境がない
場所にも導入しやすくなっている。

60蔵以上の導入実績

　さらに、もろみ日誌クラウドでは、
こうした「品温管理の省力化」を入口
に、ベテラン杜氏の経験に基づく「暗
黙知」をデータとして蓄積し、誰もが
共有できる「形式知」へと変えていく
ことができる。
　品温だけでなく、BMD曲線やAB
直線、原エキスといったもろみ管理の
重要指標の推移をデータとグラフで
見える化。溶けと発酵の状況を直接
可視化する「もろみエール」の管理指
標にも対応し、仕込みごとの違いや発
酵の進み具合が一目で分かるという。
　また、過去の成功データや目標値
を今年のグラフに重ねて比較するこ
とも可能で、データに基づく再現性の
高い仕込みを支援できる。
　日本酒蔵への導入実績は、60蔵以
上。日本酒蔵は全国に約1200あり、
ラトックシステムでは300蔵以上への
導入を目指している。

高品質な日本酒造りには、タンクの品温管理が欠かせない。そのため、杜氏や蔵人は毎日定期的に酒蔵を巡回し、温
度を確認・記録する必要があり、大きな負担となってきた。ラトックシステムの「もろみ日誌クラウド」は、IoTを活用し
て品温管理を自動化するシステムだ。遠隔監視やアラート通知により現場の省力化を実現するとともに、データの蓄
積・可視化を通じて、日本酒造りの技能継承にも貢献する。

日本酒特化のIoTで働き方改革と技能継承

ここがPOINT！

ビジネスDX委員会特別賞

もろみ日誌クラウドラトックシステム株式会社

提供価値・解決できる課題
酒造3工程の温度管理の
省力化や、熟練杜氏の
暗黙知の可視化を実現

テクノロジ
IoT、Wi-SUN、LTE-M、
スマートフォン、クラウド

図　「もろみ日誌クラウド」の基本構成
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Windows PC制御タンクなどの
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進行管理の指標と
なるデータを分析

記帳義務のある
帳票を印刷

発酵の進行把握に
欠かせない品温を自動計測、

クラウドに保存

設定温度の変更各タンクの
品温を一覧表示

変化は
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（10分ごとに更新）

目標値（SV）10.0℃
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